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要旨 

本研究は精神保健福祉法における措置入院制度の実態把握と改善のための政策提言を目標と

した。平成 28年度途上から当分担班を結成し、措置入院制度運用に関する現状把握と分析、措

置入院制度運用に関する自治体向けガイドライン、措置入院者に対する医療及び退院後の地域

生活支援に関するガイドライン、精神科救急における薬物使用患者への対応に関するガイドラ

インの作成等を試みた。 

 

A.研究の背景と目的 

平成 28年 7月 26日、相模原市の障害者支

援施設に元職員が侵入し、入所者を刃物で刺 

し、19名が死亡し、27名が負傷するという

事件が発生した。 

この事件の被疑者が事件前に犯行を予告す 

 

る手紙を各所に送付したことで精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律(以下「精神保健

福祉法」という。)による措置入院となってい

たこと、被疑者が事件前に大麻を使用してい
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たことが後に明らかになったこと、被疑者が

いわゆる優生思想に基づく深刻な障害者差別

の発想をもって犯行に及んだことが推定され

たこと等により、この事件は今日の我が国に

おける精神保健福祉施策のあり方について多

くの議論を呼ぶこととなった。 

厚生労働省は事件の検証および再発防止策

検討チームを結成し、平成 28年 9月 14日に

中間とりまとめを、12月 8日に最終報告書を

発表した。その内容には、措置入院制度に関

する実態把握および改善のための方策の検討、

とりわけ措置入院の対象となった患者の退院

後フォローアップの体制作りの必要性につい

ての提言が盛り込まれた。 

本研究班は、直接的には、事件発生を受け

て、措置入院制度運用の現状分析及び今後の

改善策の考案を目的として、平成 28年度厚生

労働行政推進調査事業費補助金(障害者政策

総合研究事業(精神障害分野))「精神障害者の

地域生活支援を推進する政策(研究代表者：藤

井千代)」の分担研究として、平成 28年 12月

21日に交付決定されたものである。 

一方で、精神保健福祉法による措置入院制

度のあり方について、これまで議論が成され

てこなかったわけではない。むしろこの制度

は、既に様々な問題を抱えており、制度改正

と運用の適正化が必要であることが、先行研

究によって多々指摘されてきていた。 

本研究班の目的は、これまで 60年以上にわ

たり運用されてきた措置入院制度のあり方に

ついて、とりわけその医療の内容と、措置入

院後の患者の地域生活支援等について、現状

分析と改善のための方策を検討することであ

る。 

 

B.方法 

上記の目的を達成するために、平成 28年度

においては、下記の研究項目を立て、それら

を実施することにした。 

（１） 診断書調査 

全国の自治体（都道府県及び政令指定都市）

において、措置入院にかかる手続きを所管し

ている部局の担当課長等を対象として、調査

票を郵送し、「措置入院に関する診断書」「措

置症状消退届」の内容についての情報提供を

求めた。 

調査対象は、平成 27年度末までに提出され

た診断書を各 50事例ずつである。 

調査内容は別添 1、2に示される通りである。 

調査にあたり、研究計画を送付し、対象か

ら調査協力に関する書面による同意を得た。 

得られた結果を集計分析し、全国の措置入

院患者の属性等について考察した。 

（２） 自治体ヒアリング 

これまで措置入院患者の地域生活支援に取

り組んできた自治体を複数便宜抽出し、分担

研究者及び研究協力者において担当職員等に

対するヒアリングを行った。 

得られた結果を定性的に分析し、今後の措

置入院制度のあり方、患者支援における原則、

効率的かつ実現可能性のある具体的な支援の

方策等について検討した。 

（３） 自治体アンケートの分析 

厚生労働省において、平成 28年 12月に全

国自治体に対する措置入院制度運用に関する

アンケート調査が行われた。調査票は別添 3

の通りである。 

本研究においては、このアンケートについ

て、同意を得た自治体からその回答内容につ

いて情報提供を受け、結果を集計分析するこ

ととした。 

（４） 措置入院運用にかかるチェックポイ

ント骨子作成 

措置入院制度運用における論点として、主

として警察官によって行われる通報の流れ、

通報を受理した自治体の対応及び措置診察の

手配、措置診察を行う指定医の属性、緊急措

置入院制度の運用等について、研究協力者間

で協議を行い、あるべき制度運用について検

討した。また、厚生労働省による警察庁との

意見交換の場に、研究分担者及び研究協力者

が参加した。 

（５） 措置入院患者の退院後継続支援に係

るガイドライン骨子作成 

今般、精神保健福祉法の改正法案が国会に

提出され、平成 28年 4月 21日現在、審議が

行われている。本研究においては、この国会

審議等を見据えながら、主として措置入院患

者の退院後の地域生活支援のための方策につ

いて、研究分担者及び研究協力者間での議論

を行った。 

（６） 措置入院に係る診療ガイドライン骨
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子作成 

措置入院患者を受け入れた医療機関（以下

「指定病院等」という。）において整備すべき

医療体制、チーム医療、医療内容等について、

先行研究結果を参照しつつ、研究分担者及び

研究協力者間で議論を行った。 

（７） 精神科救急における薬物乱用関連問

題に関する診療ガイドライン骨子作

成 

違法薬物使用の疑われる者に対する精神科

救急医療現場での取扱いと、当該患者の回復

に向けた支援のあり方について、先行研究結

果を参照しつつ、研究分担者及び研究協力者

間で議論を行った。 

（８） 措置入院における退院後支援ニーズ

アセスメント骨子作成 

措置入院者が将来若しくは現在、精神科病

院を退院した後に健康で文化的な地域生活を

維持するために必要な医療・福祉・その他の

支援内容を明らかにするための診療ツールの

開発を目的として、研究分担者及び研究協力

者間で先行研究の精査及び議論を行った。 

（９） 措置入院者の転帰等に関する後向き

調査 

現行の措置入院制度下において、過去に措

置入院していた患者の転帰を指定病院等が把

握できているか、また今般の措置入院制度改

革において目されている医療及び支援の充実

が既に果たされている事例がどのくらいある

かを調べるため、指定病院等の診療録を調査

することにした。 

全国の指定病院等に対し、調査票を送付し、

各施設に特定時期に入院していた患者 5名ま

でに関する情報の提供を求めることとした。

返送された調査票を集計分析し、措置入院患

者への対応、転帰の把握の有無、転帰につい

て考察することとした。 

（１０） 精神障害者に対するアンケート調査 

精神医療を受けたことのある患者に対し、

ウェブベースの匿名アンケート調査を実施す

ることとした。調査対象は、（株）日本リサー

チセンターに登録している成人の精神障害者

患者のうち研究に同意した者である。調査項

目は、治療歴及び診療科、措置入院制度等に

関する意見、精神科へ入院経験とそのときの

処遇内容、今後期待する社会復帰支援等であ

る。得られたデータを集計分析する。 

統計解析 

 本研究により得られた定量的データについ

ては、IBM社の SPSS Statistics 24による統

計解析を行った。 

倫理的配慮 

 今年度の研究において、患者個人情報を取

得することはない。また、患者に対する介入

を伴うものはない。 

上記各研究内容のうち、（１）については「措

置入院者の属性等に関する全国調査研究（受

付番号 2515）」、（２）については「措置入院

制度運用の実態把握等に関する分析研究（受

付番号 2562）」、（９）については「措置入院

患者の転帰把握等に関する全国調査研究（受

付番号 2612）」、（１０）については「精神医

療ユーザーに対する措置入院等に関するアン

ケート調査研究（受付番号 2610）」として、

各々千葉大学大学院医学研究院の倫理審査委

員会を受審し、それぞれ研究の実施を承認さ

れている。ただし（１０）については、承認

後に研究計画の変更があったため再度申請を

行い、平成 29年 4月 21日現在、審査中であ

る。 

 

C.結果／進捗 

 今年度の研究計画の進捗については下記の

通りである。 

（１） 診断書調査 

措置入院に関する診断書 4,833枚（2,429

名）及び措置症状消退届 2,404枚のデータが

収集された。現在、結果を解析中である。 

（２） 自治体ヒアリング 

一部自治体のヒアリング結果から、下記の

事実が明らかとなった。 

1) 措置入院制度の運用について 

統計上の警察官通報には、必ずしも措置

診察を目的としたものではなく、個人情報

共有のための手続として行われたものも含

まれる。統計的事実のみに基づいて考察す

ると、実態を見誤るおそれがある。 

一部自治体では措置入院自体を必要悪と

捉え、極力適用を避ける運用がなされてい

る。そのように考えない自治体との間で地

域間格差が大きくなっている。 

2) 措置入院患者の地域生活支援について 
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一部の自治体では現在においても、措置

入院患者に対する全例フォローアップ等、

きめ細かい対応を行っている。手探り状態

で始めたばかりのところもあれば、既にノ

ウハウを蓄積しているところもある。 

もっとも、そのノウハウはあくまで当該

地域の規模や職員配置、地域の医療機関と

の関係等を十分に考慮したうえで講じられ

たものであるため、必ずしも全国一律に活

用できるものではない。 

支援を行う場合、措置入院後早期に患者

情報を整理し、支援の方向性を検討するこ

とが重要である。退院前に関係機関が病院

に集まり、患者本人も交えてフォローアッ

プ体制を相談することになる。 

千葉市における取組みについて、ヒアリ

ング結果のまとめを別添 4に示す。 

3) 今後の課題について 

措置入院に限らず、重度精神障害者に対

する支援について、行政が音頭をとること

による、連携の推進、情報共有等のメリッ

トは大きいものと思われる。 

これまで自主的にフォローアップを始め

た自治体では、おおむね良好な成果を上げ

ているのに対し、必要に迫られて取組みを

始めた自治体では運営に苦労している様子

が見受けられる。 

一部の大規模自治体では、人の出入りが

激しく、退院した患者を地域で継続的に支

援するのが困難になっている。特に、物質

関連障害患者は概して入院期間が短く、ケ

ア会議の開催が間に合わないことがある。 

支援対象者の重症度や医療必要度には個

別性が高いため、ケースロードの算出が難

しい。一部の対象者に対して非常に多くの

リソースを要しているのが実状である。 

患者個人情報を支援チームで共有するに

あたり、法令の担保が必要ではないか。 

特定の支援チームに専属の人員を配置す

るのは、弊害が大きい。地域に合わせて包

括的な支援体制を構築するべきである。 

（３） 自治体アンケートの分析 

45都道府県、18政令指定都市がアンケー

ト結果の情報提供に同意した。現在、結果を

解析中である。 

（４） 措置入院運用にかかるチェックポイ

ント骨子作成 

 複数回に渡る議論が行われ、措置入院運用

にかかる論点整理がなされた。次年度も議論

を継続する予定である。 

（５） 措置入院患者の退院後継続支援に係

るガイドライン骨子作成 

 上記の自治体ヒアリング等の結果も踏まえ、

措置入院患者の退院後支援についてのあるべ

き方策について議論が行われた。 

 精神保健福祉法改正の国会審議結果を踏ま

え、さらに議論を継続する予定である。 

（６） 措置入院に係る診療ガイドライン骨

子作成 

 指定病院等が措置入院患者に対し行うべき

評価、チーム医療、地域移行に向けた取組み

等について議論が行われた。精神保健福祉法

改正の国会審議結果も踏まえつつ、さらに議

論を継続する予定である。 

（７） 精神科救急における薬物乱用関連問

題に関する診療ガイドライン骨子作

成 

違法薬物による物質関連障害に罹患してい

る患者への対応について、現在普及が進みつ

つある支援ツールの活用を含め、あるべき方

策についての議論が行われた。薬物及びそれ

以外の精神障害の正確な評価、本人及び家族

に対する専門的医療ないし支援、地域ネット

ワークの構築、研修の充実等の必要性が提唱

された。 

（８） 措置入院における退院後支援ニーズ

アセスメント骨子作成 

欧米で広く用いられている The 

Camberwell Assessment of Need (CAN)の日

本語版を基礎として、措置入院に特化した項

目をいくつか追加することにより、措置入院

患者の退院後支援ニーズアセスメントを可能

とするツールの開発が試みられた。今後この

ツールの原盤を確定し、有効性及び可用性に

ついてパイロットスタディを行うことを検討

中である。 

（９） 措置入院者の転帰等に関する後向き

調査 

今後早急に実査を行う予定である。 

（１０） 精神障害者に対するアンケート調査 

倫理審査の承認を待って、実査を行う予定

である。 
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D.考察 

 本年度は、現行の措置入院制度に関して俯

瞰的に現状分析を行いつつ、今後必要な制度

改正や運用の見直しについて政策提言を行う

ことを目標とした。 

 措置入院制度運用の地域間格差は、各自治

体の歴史・文化・実情に依るところが大きい。

各地域において精神科医療の最適化を目指し

て現在の運用に至っているところもあるため、

一概に格差の是正が適切とは言い切れない。

また統計情報自体が必ずしも地域の実態を示

しているとも言い切れない。他方では、国の

法律に基づく行政処分である以上、徒な地域

間格差を放置することが妥当とは言いがたい。

今後、ガイドライン作りや地域を越えた研修

の実施等により、制度運用の均てん化・適正

化を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E.健康危険情報 

 なし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 

 なし 

2.学会発表 

 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

 なし
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別添１ 

被
診
察
者
の
住
所

職
業

診
察
場
所

診
察
日

診
察
時
間

診
察
形
式

29
条
（措
置
入
院
）：
１

29
条
の
2（
緊
急
措
置
入
院
）：
２

医
療
機
関
：１
　
警
察
署
：２

拘
置
所
：３
　
　
刑
務
所
：４

行
政
機
関
：５
　
そ
の
他
：６

就
業
時
間
内
：１

就
業
時
間
外
：２

平
日
：１

土
日
祝
祭
日
：２

幻
覚
妄

想
状
態

精
神
運

動
興
奮
状
態

昏
迷
状
態

統
合
失

調
症
残

遺
状
態

医
学
的
総
合

判
断

要
措
置
：１

措
置
不
要
：２

現
在
の
状
態
像
（
該
当
す
る
セ
ル
に
１
を
記
入
）

そ
の
他

抑
う
つ
状
態
躁
状
態
せ
ん
妄
状
態
も
う
ろ
う
状
態
認
知
症
状
態

N
o

同
一
被
診
察
者
に
は

同
じ
N
o
を
記
入

重
大
な
問
題
行
動
（A
の
み
：１
　
B
の
み
：２
　
A
B
両
方
：３
　
を
該
当
す
る
セ
ル
に
記
入
）

そ
の
他
の
重
要
な
症
状
（
該
当
す
る
セ
ル
に
１
を
記
入
）

年
齢

（数
字
を
そ

の
ま
ま
記
入
）

そ
の
他

家
宅
侵
入

詐
欺
等

の
経
済
的
な
問

題
行
動

物
質
依
存

自
殺
企
図
自
傷

申
請
形
式

22
条
（一
般
人
）：
１

23
条
（警
察
官
）：
２

24
条
（検
察
官
）：
３

25
条
（保
護
観
察
所
）：
４

26
条
（矯
正
施
設
）：
５

26
条
の
２
（精
神
科
病
院
）：
６

26
条
の
３
（医
療
観
察
法
）：
７

27
条
（都
道
府
県
知
事
）：
８

そ
の
他
て
ん
か
ん
発
作
自
殺
念
慮

恐
喝

弄
火
又

は
失
火

性
別
男
：１
女
：２

通
報
を
受
理
し
た
保
健
所
と
同
一
の
圏
域
：１

県
内
の
異
な
る
圏
域
：２

県
外
：３

な
し
：１
あ
り
：２

家
事
専
従

（主
婦
な
ど
）：
３

学
生
：４

不
明
：５

暴
行

殺
人
放
火
強
盗
強
姦
強
制
わ
い
せ
つ
傷
害

窃
盗
器
物
損
壊

主
た
る
精
神
障
害

IC
D
コ
ー
ド
の
み
全

桁
そ
の
ま
ま
転
写

（I
C
D
記
載
の
な
い
場

合
は
診
断
名
を
そ
の

ま
ま
転
写
）

従
た
る
精
神
障
害

IC
D
コ
ー
ド
の
み
全

桁
そ
の
ま
ま
転
写

（I
C
D
記
載
の
な
い
場

合
は
診
断
名
を
そ
の

ま
ま
転
写
）

身
体
合
併
症

な
し
：１
あ
り
：２

初
回
入
院
の

入
院
形
態

措
置
：１

医
保
：２

任
意
：３

そ
の
他
の
入

院
形
態
：４

不
明
：５

前
回
入
院
の

入
院
形
態

措
置
：１

医
保
：２

任
意
：３

そ
の
他
の
入

院
形
態
：４

不
明
：５

入
院
回
数

（数
字
を

そ
の
ま
ま

記
入
、
不

明
の
場
合

は
「不
明
」

と
記
入
)

脅
迫
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住
所

措
置
解
除
後
の
処
置
退
院
後
の
帰
住
先

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

10
0

11
0

12
0

13
0

14
0

15
0

16
0

17
0

18
0

19
0

20
0

21
0

22
0

23
0

24
0

25
0

26
0

27
0

28
0

29
0

30
0

31
0

32
0

33
0

34
0

35
0

36
0

37
0

38
0

39
0

40
0

41
0

42
0

43
0

44
0

45
0

46
0

47
0

48
0

49
0

50
0

従
た
る
精
神
障
害

IC
D
コ
ー
ド
の
み
全

桁
そ
の
ま
ま
転
写

（I
C
D
記
載
の
な
い
場

合
は
診
断
名
を
そ
の
ま

ま
転
写
）

身
体
合
併
症

な
し
：１
あ
り
：２

記
載
な
し
：１

記
載
内
容
か
ら

「必
要
な
し
」と
判

断
で
き
る
：２

記
載
内
容
か
ら

「必
要
あ
り
」と
判

断
で
き
る
：３

記
載
内
容
か
ら
必

要
性
が
判
断
で
き

な
い
：４

訪
問
指
導
等
に
関

す
る
意
見
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

等
に
関
す
る
意
見

任
意
：１

医
療
保
護
：２

他
科
：３

通
院
：４

転
医
：５

死
亡
：６

そ
の
他
：７

家
族
と
同
居
：１

単
身
：２

施
設
：３

そ
の
他
：４

記
載
な
し
：１

記
載
内
容
か
ら
「必
要

な
し
」と
判
断
で
き
る
：

２
記
載
内
容
か
ら
「必
要

あ
り
」と
判
断
で
き
る
：

３
記
載
内
容
か
ら
必
要

性
が
判
断
で
き
な
い
：

４

主
た
る
精
神
障
害

IC
D
コ
ー
ド
の
み
全

桁
そ
の
ま
ま
転
写

（I
C
D
記
載
の
な
い
場

合
は
診
断
名
を
そ
の
ま

ま
転
写
）

N
o

な
し
（１
を
記
入
）

措
置
症
状
消
退
届

の
提
出
日
か
ら
措

置
解
除
決
定
ま
で

の
日
数
（即
日
退

院
の
場
合
は
０
を

記
入
。
不
明
の
場

合
は
不
明
と
記

入
。
）

措
置
入
院
開
始
年
月
日

（西
暦
）

消
退
届
の
届
出
年
月
日

（西
暦
）

措
置
入
院
日
数

（開
始
日
か
ら
消
退

届
の
届
出
日
ま
で

の
泊
数
）

年
齢
（数
字
を
そ

の
ま
ま
記
入
）

性
別
男
：１
女
：２

（
措
置
解
除
と
同
時
に
病
院
か
ら
退
院
と
な
っ
た
者
の
み
記
入
）
住
所
変
更

通
報
を
受
理
し
た
保
健
所
と
同
一
の
圏
域
：１

県
内
の
異
な
る
圏
域
：２

県
外
：３

不
明
：４

入
院
時
住
所
と
同
一
の
保
健
所
設
置
自
治
体
（都
道
府
県
、

政
令
市
、
中
核
市
、
特
別
区
）内
の
移
動
：１

入
院
時
住
所
と
は
異
な
る
県
内
の
保
健
所
設
置
自
治
体
（都

道
府
県
、
政
令
市
、
中
核
市
、
特
別
区
）へ
の
移
動
：２

入
院
時
住
所
と
は
異
な
る
都
道
府
県
へ
の
移
動
：３

不
明
：４

別添２ 
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回答：○○○○　　県・市　（自治体名をご記載下さい）

(　　　　　) 件

（　　　　）１
→

(　　　　　) 件
（　　　　）２

（　　　　）１
（　　　　）２

→

（　　　　）１ 0件
（　　　　）２
（　　　　）３

【平日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

→ （　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

【平日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

→ （　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

【休日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

→ （　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

【休日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

→ （　　　　）　①

保健所の併任をかけた本庁の職員が直接受理している。

その他（→具体的にご記入下さい。）
上記以外の本庁の職員が直接受理している。
保健所の併任をかけた本庁の職員が直接受理している。

保健所は経由していない。
保健所を経由しているが、保健所長の決裁は求めていない。

保健所の併任をかけた本庁の職員が直接受理している。

保健所の併任をかけた本庁の職員が直接受理している。

その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）
上記以外の本庁の職員が直接受理している。

保健所は経由していない。

保健所を経由しており、保健所長の決裁を求めている。

保健所は経由していない。
保健所を経由しているが、保健所長の決裁は求めていない。
保健所を経由しており、保健所長の決裁を求めている。

保健所は経由していない。

保健所を経由しており、保健所長の決裁を求めている。

上記以外の本庁の職員が直接受理している。

保健所を経由しているが、保健所長の決裁は求めていない。

保健所を経由しているが、保健所長の決裁は求めていない。

措置診察・措置入院決定時、措置解除決定時の実態等について
H28年10月１日時点の状況

質問事項

23条通報の処理に係る部局の職員が、貴局での現状及び運用の実態等について、お答えください。

《措置診察・措置入院決定時》
問１　2016年７月１日～９月30日の、23条通報の件数をご記載下さい。

１０件以上

保健所を経由しており、保健所長の決裁を求めている。

問５　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。23条通報は、最寄りの保健所長を経由して受理する運営
       としていますか。平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

問３　警察官からの事前相談および連絡(23条通報と明示されないもの)について、
　　　 どのようなものを23条通報として扱うかを記載したマニュアル等がありますか。

問２　2016年７月１日～９月30日の期間で、23条通報のうち、通報を受理した時点で
　　　 警察官による被通報者の身柄の保護を伴わない通報はありましたか。

問４　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた警察官からの事前相談や連絡(23条通報と明示されないもの) のうち、23条通報として
　　　扱うことになったものはどれくらいですか。

あった
2016年７月１日～９月30日の期間の、被通報者の身柄の保護を伴わない
通報件数をご記載下さい。

なかった

ある

・該当する(　　　)　内に○をご記入下さい。
・□枠内には、具体的にご記入下さい。

ない
警察官からの事前相談や連絡のうち、23条通報として扱うものは、どのように
決定していますか。(保健所長の判断、現場職員の判断など簡潔にご記載下さい)

１～９件

別添３ 
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（　　　　）　②
（　　　　）　③

【平日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【平日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【休日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【休日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【平日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

【平日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

【休日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

【休日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

（　　　　）１

保健師または精神保健福祉士などの専門職

本庁の職員

精神保健福祉センターの職員
自治体の委託を受けた精神科救急情報センターの職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

保健所の職員
精神保健福祉センターの職員
自治体の委託を受けた精神科救急情報センターの職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

保健所の職員

本庁の職員
保健所の職員
精神保健福祉センターの職員

本庁の職員

常勤事務職員
非常勤事務職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

本庁の職員

自治体の委託を受けた精神科救急情報センターの職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

保健所の職員

問６　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。23条通報を受理し、その処理を担当する自治体の職員の
　　　　職種をお答え下さい。平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

自治体の委託を受けた精神科救急情報センターの職員

保健師または精神保健福祉士などの専門職

問８　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。業務にあたって、
　　　 措置診察の手順に関して、自治体が作成し、実際に利用したマニュアル等がありましたか。

精神保健福祉センターの職員

上記以外の本庁の職員が直接受理している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

保健師または精神保健福祉士などの専門職
常勤事務職員

問７　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。
　　　 実務として、措置診察の要否を判断するための事前調査である面接や電話での状況把握を行った職員の職種をお答え下さい
       (複数回答可)。平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

常勤事務職員
非常勤事務職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

常勤事務職員
非常勤事務職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

非常勤事務職員
その他の職員（→具体的にご記入下さい。）

保健師または精神保健福祉士などの専門職

ある
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→

（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④

（　　　　）２
→

（　　　　）１
→

（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④

（　　　　）２
→

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

【平日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２

（　　　　）　①
→
（　　　　）　ⅰ 本庁
（　　　　）　ⅱ
（　　　　）　ⅲ
（　　　　）　ⅳ

ない
それぞれどのような手順で措置診察を行っていますか。
(マニュアル等の対応していない時間帯に関して、簡潔にご記載下さい)

　③休日の日中　

　④休日の夜間　

　②平日の夜間　

　①平日の日中　

休日の夜間に対応している。
ない

問９　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。
　　　 措置診察の要否の判断にあたり、自治体が作成し、実際に利用したマニュアル等がありましたか。

平日の夜間に対応している。
休日の日中に対応している。
休日の夜間に対応している。

マニュアル等は平日の日中・夜間、休日の日中・夜間それぞれに対応していますか。
(複数回答可)

平日の日中に対応している。

　①平日の日中　

ある
マニュアル等は平日の日中・夜間、休日の日中・夜間それぞれに対応していますか。
(複数回答可)

平日の日中に対応している。
平日の夜間に対応している。
休日の日中に対応している。

必要に応じて相談していた。
その専門家等の職種をお答え下さい。(複数回答可)

それぞれどのような手順で措置診察を行っていますか。
(マニュアル等の対応していない時間帯に関して、保健所長/現場の判断で決定している等、簡潔にご記載下さい)

原則として相談していた。

　②平日の夜間　

　③休日の日中　

　④休日の夜間　

問11　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。措置診察の要否の判断にあたり、専門家等に相談してい
　　　　ましたか。平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

問10　措置診察を行うか否かを判断するに当たり、担当者は同僚等(職種問わず)と議論した上で判断を行っていますか。 
原則として複数で議論した上で判断している。
必要に応じ議論している。
原則として単独で判断している。
その他(ご事情を簡単にご教示ください。)

精神保健指定医
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

１or２の回答の場合→
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（　　　　）　ⅴ

（　　　　）　②
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　③
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　④
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　⑤

→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）３
【平日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２

（　　　　）　①
→
（　　　　）　ⅰ 本庁
（　　　　）　ⅱ
（　　　　）　ⅲ
（　　　　）　ⅳ
（　　　　）　ⅴ

（　　　　）　②
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　③
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　④
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②

医師(精神保健指定医以外)
所属をお答え下さい。

その他（→具体的にご記入下さい。）

保健師
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

精神保健福祉士
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

その他（→具体的にご記入下さい。）

原則として相談していた。
必要に応じて相談していた。

その専門家等の職種をお答え下さい。(複数回答可)

所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

所属をお答え下さい。
精神保健指定医

医師(精神保健指定医以外)
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

保健師

相談した事例はなかった。

精神保健福祉士
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

１or２の回答の場合→



- 58 - 
 

 

（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　⑤

→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）３
【休日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２

（　　　　）　①
→
（　　　　）　ⅰ 本庁
（　　　　）　ⅱ
（　　　　）　ⅲ
（　　　　）　ⅳ
（　　　　）　ⅴ

（　　　　）　②
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　③
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　④
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　⑤

→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）３
【休日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２

（　　　　）　①
→
（　　　　）　ⅰ 本庁
（　　　　）　ⅱ

所属をお答え下さい。
保健師

その他（→具体的にご記入下さい。）

精神保健福祉士
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

保健所
精神医療審査会

保健所

その専門家等の職種をお答え下さい。(複数回答可)
精神保健指定医
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所

相談した事例はなかった。

原則として相談していた。
必要に応じて相談していた。

所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

医師(精神保健指定医以外)
所属をお答え下さい。

その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

その専門家等の職種をお答え下さい。(複数回答可)
精神保健指定医
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

その他（→具体的にご記入下さい。）

相談した事例はなかった。

原則として相談していた。
必要に応じて相談していた。

保健所
精神医療審査会

１or２の回答の場合→

１or２の回答の場合→
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（　　　　）　ⅲ
（　　　　）　ⅳ
（　　　　）　ⅴ

（　　　　）　②
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　③
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　④
→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）　⑤

→
（　　　　）　① 本庁
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
（　　　　）　⑤

（　　　　）３

【平日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【平日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【休日の日中】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５

【休日の夜間】
（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

所属をお答え下さい。
保健師

保健所

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

医師(精神保健指定医以外)
所属をお答え下さい。

その他（→具体的にご記入下さい。）

精神保健福祉士
所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

所属をお答え下さい。

精神保健福祉センター
保健所
精神医療審査会

保健所
精神医療審査会
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

受入先の医療機関

警察署の保護室
指定された行政機関の施設
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

相談した事例はなかった。

受入先以外の医療機関

受入先の医療機関
受入先以外の医療機関
警察署の保護室
指定された行政機関の施設

受入先の医療機関
受入先以外の医療機関
警察署の保護室
指定された行政機関の施設
その他（→具体的にご記入下さい。）

問12　23条通報を受け、措置診察を決定した場合、措置診察は主にどこで行っていますか。
       一次診察を行っている場所に①、二次診察を行っている場所に②とご記入下さい。
　　　　(※一次診察、二次診察ともに同じ場所で行っている場合は、(①、②)などとご記載下さい。)
　　　　平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

受入先の医療機関
受入先以外の医療機関
警察署の保護室



- 60 - 
 

 

（　　　　）４
（　　　　）５

【平日の日中】
→緊急措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

→措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

【平日の夜間】
→緊急措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

→措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

【休日の日中】
→緊急措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

→措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

【休日の夜間】
→緊急措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。

問13　措置診察医をどのように確保していますか。下記から実情に最も近いものを１つ選んで下さい。
　　　　 緊急措置診察医、措置診察医に分けてご記入下さい。

指定された行政機関の施設
その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
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（　　　　）３

→措置診察医
（　　　　）１

（　　　　）２
（　　　　）３

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５ その他（ご事情を簡単にご教示ください。）

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３ ない。
（　　　　）４ その他（ご事情を簡単にご教示ください。）

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３ その他（ご事情を簡単にご教示ください。）

（　　　　）１ ある。
（　　　　）２
（　　　　）３ その他（ご事情を簡単にご教示ください。）

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

→ （　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４

問15　措置入院想定受け入れ先の医療機関に所属する指定医に当該患者の措置診察を依頼することがありますか。
　　　　（緊急措置を除く）

問16　措置診察を行う際、2人の指定医は同時に診察を行いますか。

ない。（口頭で医療機関に伝達）
措置入院に関する診断書
事前調査資料
通報受書

指定医の確保に関しては、ある程度の取り決めがある。(→具体的にご記載下さい。)

現場の担当者がその都度指定医を探している。
その他（→具体的にご記入下さい。）

問18　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。症状消退届は、最寄りの保健所長を経由して受理する
　　　　運営としていますか。平日の日中、平日の夜間、休日の日中、休日の夜間に分けてご記載下さい。

原則として議論した上で判断している。

その他（→具体的にご記入下さい。）

《措置解除決定時》

保健所を経由しており、保健所長の決裁を求めている。
保健所を経由しているが、保健所長の決裁は求めていない。
保健所は経由していない。

保健所の併任をかけた本庁の職員が直接受理している。
上記以外の本庁の職員が直接受理している。

問17　措置権者が貴自治体の行政機関の長でない措置入院（例えば、他の政令指定都市において措置入院命令を受けた患者が
　　　　貴自治体に措置入院のまま転入院してくる場合）を受けることがありますか。

問14  行政機関から措置入院受け入れ先の医療機関に提供する資料をご教示下さい。（複数回答可）

その他（→具体的にご記入下さい。）

問19　措置症状消退届を受理した際、措置解除の判断にあたり同僚等(職種問わず)と議論できる環境がありますか？ 

必要に応じ議論している。
原則として単独で判断している。
その他(ご事情を簡単にご教示ください。)

原則として、2名で同時に診察を行えるように調整する。
原則として、2名が別々に診察（一次診察、二次診察）を行えるよう調整する。

そのような入院は原則として受け入れない。

ある。
やむを得ない場合のみ、依頼することがある。
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（　　　　）１
→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④

→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

（　　　　）２

（　　　　）１ あった。 (　　　　　　　) 件
→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

（　　　　）２

→

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５
（　　　　）６
（　　　　）７

（　　　　）１ 精神科救急情報センターを経由するか否か
（　　　　）２ マニュアルの存否
（　　　　）３ 措置診察を行うか否かの判断基準
（　　　　）４ 措置診察を行うか否かの実務的な判断者
（　　　　）５ 措置診察の実施について保健所長等の決裁を得るか否か
（　　　　）６ 措置診察を行う場所
（　　　　）７ 措置診察を行う指定医の確保体制
（　　　　）８ その他（ご事情を簡単にご教示ください。）

（　　　　）１
→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④
→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③
（　　　　）　④ 消防署

《他機関との連携について》

問22　措置解除に関して判断に迷った事例があれば、差し支えない範囲で内容を簡潔にご記載下さい。

警察

年に１回
関係機関とは具体的にどこの機関ですか。（複数回答可）

貴自治体以外の行政機関
医療機関

その頻度はどれくらいですか。
月に１回以上
３ヶ月に１～２回
半年に１回

問24　貴自治体で、緊急措置入院と通常の措置入院とで運用の異なる項目として当てはまるものをすべて選んでください。

《緊急措置入院について》
問23　貴自治体で通常の措置入院ではなく緊急措置を適用する条件として、次のうち当てはまるものをすべて選んでください。

なかった。

相談した関係機関の所属を、お答え下さい。(複数回答可)
精神保健福祉センター
保健所
その他（→具体的にご記入下さい。）

相談した事例はなかった。
精神科医の意見を聴くことができる体制とはなっていない。

問21　2016年７月１日～９月30日の期間に、消退届を受理し、措置解除を決定する前に関係機関に相談した事例がありましたか。

問20　2016年７月１日～９月30日の期間に受けた通報についてお聞きします。症状消退届を受理して、
　　　　実際に措置解除決定の判断をする際に、精神科の医師の意見を聞くことができる体制となっていますか。

精神科医の意見を聴くことができる体制となっている。
精神科医の所属をご記入下さい。(複数回答可)

精神保健福祉センター

措置解除決定に関し、どの程度相談しましたか。

保健所
その他（→具体的にご記入下さい。）

原則として相談した。
必要に応じて相談した。

公立病院

問25　措置入院に係る関係機関が意見交換する場を設けていますか。
設けている。

夜間に行われた措置通報は、原則として緊急措置で処理する。
休日に行われた措置通報は、原則として緊急措置で処理する。
特定の通報主体（たとえば、病院管理者等）によって行われた措置通報は、原則として緊急措置で処理する。
特定の場所（たとえば、精神科病院に入院中）にいる被通報者にかかる措置通報は、原則として緊急措置で処理する。
特定の地域（たとえば、遠方）での措置通報は、原則として緊急措置で処理する。
措置診察を担う精神保健指定医が確保できない場合には、緊急措置で処理する。
その他（簡単にご教示ください。）
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（　　　　）　⑤

（　　　　）　⑥

→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
→
（　　　　）　①
（　　　　）　②
（　　　　）　③

（　　　　）２

(　　　　　　　) 名
→
(　　　　　　　) 名

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５
（　　　　）６

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３
（　　　　）４
（　　　　）５
（　　　　）６

（　　　　）１
（　　　　）２
（　　　　）３

（　　　　）１ はい
（　　　　）２ いいえ

→３と回答された場合は、理由をご教示下さい。

問29　平成28年12月８日に公表されました「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」の報告書
　　　　（添付資料②）において、措置入院患者の退院後の医療等の継続的な支援のために、都道府県知事等による「退院後支援計画
        の作成」等の取組の必要性が記載されています。このことについて、貴自治体のご見解をお答えください。

設けていない。

《精神保健福祉センターの人員について》
問26　貴自治体に属する精神保健福祉センターに、常勤の精神科医は何名いますか。

そのうち、精神保健指定医は何名いますか。

措置診察決定が困難であった事例等について事後的な検討を行っていますか。
行っている。
行っていない。

その他（→具体的にご記入下さい。）

現時点では行っておらず、人員面、予算面の課題が解決しても、H29年度より試行的に同様の取組を行うことは困難である。

《その他》

問30　今後、厚生労働省の他に、平成28年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「精神障害者の地域生活支援を推進する政策
　　　　研究」の研究班員が、必要に応じて聞き取り調査を行っても宜しいでしょうか。

問27　貴自治体は「23条通報を受理した件数のうち措置診察を実施した割合」が、全国平均に比べて高く（低く）なっています。
　　　　このことについて、貴自治体でのご認識についてお聞かせください。

問28　貴自治体は「23条通報にかかる措置診察を実施したうちで実際に措置入院となった割合」が、全国平均に比べて
　　　　高く（低く）なっています。このことについて、貴自体のご認識についてお聞かせください。

《措置入院患者の退院後フォローアップについて》

現時点でも同様の取組を行っている。
現時点では行っていないが、人員面、予算面の課題が解決すれば、H29年度より試行的に同様の取組を行うことが可能であると考える。

この統計データは実態を正確に反映していない可能性がある。（ご事情を簡単にご教示ください）
その他(ご事情を簡単にご教示ください。)

この統計データは実態を正確に反映していない可能性がある。（ご事情を簡単にご教示ください）
全国平均との比較を検討したことはなく、地域的事情について把握していない。
全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があるとは把握していない。

その他(ご事情を簡単にご教示ください。)

全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があり、現状で是正の必要があると考えている。(ご事情を簡単にご教示ください)
全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があるとは把握していない。
全国平均との比較を検討したことはなく、地域的事情について把握していない。

全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があり、現状で精神保健福祉行政上問題はない。(ご事情を簡単にご教示ください)
全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があり、現状で是正の必要があると考えている。(ご事情を簡単にご教示ください)

都道府県等精神科救急医療体制連絡調整委員会
圏域毎の精神科救急医療体制及び身体合併症患者の医療提供体制に係る検討部会

意見交換の場として、精神科救急医療体制整備事業実施要項で規程されている、下記委員会等を利用していればご回答

相談支援事業所

精神科救急医療体制研修事業

《措置入院にかかる統計情報について》
添付資料①は、平成26年度の23条通報に係る措置入院の運用に関する各自治体のデータです（H26年「衛生行政報告例」、総務省統計
局「人口推計」より作成）。貴自治体の「23条通報を受理した件数のうち措置診察を実施した割合」、「23条通報に係る措置診察を実施し
たうち実際に措置入院となった割合」が、都道府県；降順１～１２番（黄色）、降順３６～４７番（青色）、政令市；降順１～５番（黄色）、
降順（１６～２０番）にそれぞれ該当する場合、以下の問27，問28の質問にお答え下さい。

全国平均より高い(低い)特段の地域的事情があり、現状で精神保健福祉行政上問題はない。(ご事情を簡単にご教示ください)
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千葉市における措置入院退院患者への支援強化について 
 
 2016年 12月、千葉市保健所精神保健福祉課において、同市が行っている標記取組みにつ
いて聞き取りを行った。その概要は以下の通り。 
 
【取組みの概要】 
 千葉市長の命令により精神保健福祉法に基づく措置入院の対象となった患者に対し、千葉

市が関係機関と連携し、フォローアップ等の積極的な支援を行うことにより、再び措置入院

となる等の望ましからざる転帰を予防することを目的とする。 
措置患者全員を課内でアセスメントし、支援の必要な患者を選出する。支援決定患者につ

いては、入院中に関係機関が集まってケア会議を開催する。退院後は担当者が定期的に訪問

する等の支援を 6ヵ月にわたり行う。 
 
【取組みの開始に至る経緯】 
 千葉市においては、各区に保健福祉センターが設置されており、地域の患者相談を受け付

けているが、措置入院となった患者が退院後に保健福祉センター等の支援につながりづらい

という問題が認識されていた。また、市内の措置入院患者のおおよそ 3割程度が再度措置入
院となっており、これに伴い措置入院にかかる相応の費用が発生している現状があった。 
 上記問題意識に基づき、市が音頭を取って始めたものである。 
 
【開始年月日】 
平成 27年 10月 1日。 

 
【支援の方針】 
 居住地に関係なく、千葉市長の命令で措置入院したすべての患者が対象である。ただし、

事前に課内検討を行い、支援の必要性が高い患者のみに支援決定する。 
各対象者について、病状がある程度落ち着いた段階で、まず課内で検討を行う。この検討

には支援班の職員と管理職が参加し、病院や地域の関係者は参加しないが、事前に情報聴取

を行う。支援を決定するのは、退院後の支援体制構築に困難のある事例に限る。家族が監護

可能であったり、既に精神科訪問看護・指導の実施見込みが立っていたりするなど、支援体

制の見通しがついている患者は、支援対象とはしない。 
支援の必要性を認めつつも支援決定しなかった事例もある。本人の同意が支援決定の前提

である。本人の同意を得づらいとの主治医の見解があり、支援に至らなかった事例が稀にあ

る。病院側が行政の支援を拒む事例は経験していない。逆に病院側から積極的に支援を要請

してくることはある。 
支援決定が下りたら、担当者が中心に、いずれの関係機関と連携するか調整を行う。そし

て関係機関とスケジュールを合わせ、入院先の医療機関でケア会議を行う。担当者と対象者

が顔を合わせるのは、ケア会議の席がはじめてになる。 
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【ケア会議】 
 対象者の措置解除が見えた段階でケア会議を行う。退院前会議という触れ込みだが、この

時点では退院のめどが立っていないこともありうる。なるべく措置入院が継続しているうち

にケア会議を行うようにしているが、事例によっては開催前に措置解除となることもある。

入院が長期化した場合は、ケア会議を 2回行うこともある。 
ケア会議の必須メンバーは、担当者、居住地の区の健康課職員、病院スタッフである。最

近は主治医も概ね参加するようになってきた。それ以外に、区の保健福祉センターの生活保

護担当課、高齢障害支援課、訪問看護事業所、居住施設職員等も参加しうる。ケア会議で情

報共有と支援方針案の策定を行った上で、対象者にも参加いただく。希望があれば家族の参

加設け入れるが、比較的稀である。個人情報保護の観点から、非専門職（アパートの大家な

ど）の参加は想定していない。ケア会議当日参加できないメンバーには後日電話等で情報共

有に努める。 
 ケア会議で重視するのは、退院後の支援体制をどう構築するか、通院中断を防ぐ方法、服

薬管理の方法、今後の見守り体制の確認等である。特定のリスクアセスメントツールは現時

点では使用していない。 
 措置入院自体は、症状消退届が提出されれば速やかに終了する。ただし、ケア会議の状況

に応じて、主治医が医療保護入院の継続が妥当と判断し、入院が延長されることもある。 
 
【千葉市の地域特性について】 
千葉市においては、保健所が措置入院事務を一括して行っているので、措置通報時点から

本人に関わっている保健所の担当者が調整するのが合理的である。 
千葉市こころの健康センターは措置入院事務には関与していない。センター長は精神保健

指定医であり、必要に応じ相談することも可能だが、実際に相談することは稀である。 
遠方の医療機関でケア会議を開催した実例はなく、交通費や移動時間の問題が生じたこと

はこれまでのところない。電話会議について検討したこともない。 
千葉市長による措置入院命令を受けた患者が他県に転院したのは、この 1年で 1名。その
際は転院先の自治体に情報提供を行ったが、その後はフォローしていない。 
他県から措置入院のまま転院してくる事例については、報告の仕組みがないため把握して

いない。措置解除の段階で保健所に症状消退届が上がってくることになる。 
東京都からは、県をまたがっての措置入院は回避するよう要請されたことがる。 

 
【退院後の支援】 
退院後、対象者は同院の精神科外来に通院することが多い。転院するケースは稀である。

退院後にかかりつけのクリニックに通院することになる患者もいるが、クリニックの主治医

がケア会議に参加したことはない。 
担当者は原則として、退院後 1ヵ月、3ヵ月、6ヵ月等、計 4回程度対象者宅を訪問する。 
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 支援期間は原則として 6ヵ月である。6ヵ月以内に区が行っている通常の支援につないで
いくことを目標としている。必要があれば支援期間を延長するが、現時点で延長となった事

例はまだない。 
 
【実績】 
 平成 27 年 10 月～平成 28 年 11 月までで、88 名の患者が措置入院し、うちこれまで 77
名を検討対象としている。それらのうち支援が決定されたのは 30名である。このうち、12
名が支援を終了した。転帰の内訳は、期間満了し一般の支援に引き継いだのが 7名、逮捕 1
件、本人による拒否が 2 名、主治医から終了の申し入れが 1 名、他の自治体への転居が 1
名である。 
 支援の効果について確定的なことはまだ言えないが、再度措置入院になる患者は減ってき

ているように思う。支援決定にならずとも、現状の支援体制をアセスメントすることで、患

者に目が行き届きやすくなった。また、病院と行政との距離が縮まったように思う。千葉市

が退院後早期の支援に主体的に関与するという態度を示すことで、病院側も相談しやすくな

り、情報共有も進んだのではないか。 
千葉市としては、措置入院にかかる経費の削減も課題である。他の入院形態での入院実績

も将来的には評価が必要と思われる。 
 
【タイムスタディ】 
ケア会議は 一回 1時間前後。移動込みで 2時間程度を要している。また、会議の調整の
ため、10分*7カ所の電話連絡、ケア会議の準備に 1時間、会議後の記録作成に 1時間程度
かかる。 
担当者による対象者宅訪問は、一回につき移動込みで 3時間程度、概ね 4回想定される。 
ケア会議、対象者宅訪問とも、原則として 2名で対応している。 
上記以外に、情報提供や連絡調整にかかる業務が発生する。各 20分程度、月 2回、7カ
所程度とやり取りをする。これらにかかる記録作成にも時間を要する。 
 以上のような業務を現状のスタッフで廻している。現時点では支援の対象を絞っているが、

全例を対象とするとなると、人手が足りなくなると思われる。 
 
【物質使用障害患者について】 
 これまで 30名の支援決定者の中で、F1は 2名いた。うち 1名は退院後に支援を実施し
ていたが、逮捕されたため支援終了となった。もう 1名は、退院後、生活保護を取得して訪
問看護を入れることにより、6ヵ月間再入院なしで経過し、地域の支援に引き継ぐことがで
きた。 
 物質使用障害に対する特段の配慮については、まだ数が少ないため確定的なことは言えな

い。入院日数が短めである印象はある。 
 

以上 


